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⑴時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
⑵時価の算定に用いる評価技法又はその適用を変更した場合には，その旨及びその理由

評価技法の適用とは，例えば，複数の評価技法を用いる場合のウエイト付け及び評価技法への
調整をいう。

ニ イ⑶の規定により注記した金融商品の場合には，次の⑴から⑸までに掲げる事項
１ 時価の算定に用いた重要な観察できない時価の算定に係るインプットに関する定量的情報

企業自身が観察できない時価の算定に係るインプットを推計していない場合（例えば，過去の取引
価格又は第三者から入手した価格を調整せずに使用している場合）には，注記を要しない。

２ 当該金融商品の期首残高から期末残高への調整表

（1）調整表は，次の①から⑤までに掲げる事項に区別して注記するものとする。
①当事業年度の損益に計上した額及びその科目
②当事業年度の評価・換算差額等に計上した額及びその科目
③�購入，売却，発行及び決済のそれぞれの額（ただし，これらの額の純額により記載することが

できる。）
④�レベル１に分類された金融商品の時価又はレベル２に分類された金融商品の時価からレベル

３に分類された金融商品の時価への振替額及び当該振替の理由
⑤�レベル３に分類された金融商品の時価からレベル１に分類された金融商品の時価又はレベル

２に分類された金融商品の時価への振替額及び当該振替の理由
（2）�上記（1）①に規定する当該事業年度の損益に計上した額のうち貸借対照表日において保有する

金融商品の評価損益及びその科目を注記するものとする。
（3）上記（1）④及び⑤の振替時点に関する方針を注記するものとする。

３ レベル三に分類された金融商品の時価についての評価の過程に関する説明

評価の過程には，例えば，企業における評価の方針及び手続の決定方法や各期の時価の変動の
分析方法が含まれることに留意する。

４� 時価の算定に用いた重要な観察できない時価の算定に係るインプットの変化によつて貸借対照
表日における時価が著しく変動する場合における当該時価に対する影響に関する説明

５� 時価の算定に用いた重要な観察できない時価の算定に係るインプットと他の重要な観察できな
い時価の算定に係るインプットとの間に相関関係がある場合には，当該相関関係の内容及び時価
に対する影響に関する説明

相関関係の内容及び時価に対する影響に関する説明には，当該相関関係を前提とした場合に時
価に対する影響が異なる可能性があるかどうかに関する説明が含まれることに留意する。

※点線内は財規ガイドライン８の６の２－１－３を示す

財規第８条の６の２第１項第３号における注
記の対象については，同項第２号により金融商
品の時価に関する事項を注記した金融商品に限
られ，市場価格のない株式，出資金その他これ
らに準ずる金融商品については，同項第２号に
掲げる事項の記載は要しない（その旨並びに当該

金融商品の概要及び貸借対照表計上額は注記しな

ければならない）としている（財規第８条の６の２

第２項）。これは，時価の把握が極めて困難な

場合には，注記することを要しないとしていた
規定を改正するものであり，従来，時価の把握
が極めて困難であるとして注記を要しないこと
としていた金融商品のうち，市場価格のない株
式，出資金その他これらに準ずる金融商品以外
の金融商品については，財務諸表に改正財規の
規定を適用した後は，同項第２号に掲げる事項
の記載を要することになることに留意する必要
がある。
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ける注記は記載を要しないこととしている（財

規第８条の６の２第７項及び第８条の33第２項）。
２．中間（連結）財務諸表における取扱い

金融商品に関する注記は，第二四半期（連結）

財務諸表に代えて中間（連結）財務諸表を提出す
る金融機関等にとって，中間（連結）会計期間に
係る企業（集団）の財政状態，経営成績及び
キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報
を，中間（連結）財務諸表の利用者に対して提供
するために重要な注記であると考えられる。ま
た，時価算定会計基準が開発された経緯として，

「特に金融商品を多数保有する金融機関におい
て国際的な比較可能性が損なわれているのでは
ないかとの意見」が聞かれていたことが挙げら
れている（時価算定会計基準第23項）。

これらを踏まえると，（連結）財務諸表と同様
に，時価の相対的な客観性や信頼性，算定方法
及び期中変動の要因等に関する情報を提供する
ことは，中間（連結）財務諸表の利用者が，企業

（集団）の保有する金融商品，経営者による時価
算定の主観性の程度及び損益への影響等を理解
し，評価するうえで重要であると考えられるこ
とから，改正府令においては，中間（連結）財務
諸表が提供する情報の内容は年度の（連結）財務
諸表に準ずるものとするため，（連結）財規と同
様の注記に関する規定を中間（連結）財規につい
ても準用することとしている（中間財規第５条の

３の２及び中間連結財規第15条の２）。なお，棚
卸資産に関する注記についても同様の取扱いと
している（中間財規第５条の22及び中間連結財規

第17条の17）。
３．四半期（連結）財務諸表における取扱い

企業会計基準適用指針第14号「四半期財務
諸表に関する会計基準の適用指針」第80項（3）

④において，「時価をもって貸借対照表価額と
する金融資産及び金融負債について，適切な区
分に基づき，四半期貸借対照表日におけるレベ

ル１の時価の合計額，レベル２の時価の合計額
及びレベル３の時価の合計額」を注記する定め
が新設されている。これを受けて，改正府令に
おいては，既存の金融商品に関する注記の一部
として，次の事項を新設している（四半期財規第

８条の２第３項）。また，四半期連結財規におい
ても，同様の規定を新設している（四半期連結財

規第15条の２第３項）。なお，これまでの金融商
品に関する注記と同様に，総資産の大部分を金
融資産が占め，かつ，総負債の大部分を金融負
債及び保険契約から生じる負債が占める（連結）

財務諸表提出会社を除いて，第一四半期（連結）

会計期間及び第三四半期（連結）会計期間におい
ては，注記を省略することができる（四半期財

規第10条の２及び四半期連結財規第17条の２）。
３� 時価で四半期貸借対照表に計上している金

融商品については，当該金融商品に関する四
半期貸借対照表の科目ごとに，会社の事業の
運営において重要なものとなっており，かつ，
当該金融商品を適切な項目に区分し，その項
目ごとに，当該金融商品の時価を当該時価の
算定に重要な影響を与える時価の算定に係る
インプットが属するレベルに応じて分類し，
それぞれの金額に前事業年度の末日に比して
著しい変動が認められる場合には，次に掲げ
る事項を注記しなければならない。
一 当該項目ごとの次に掲げる事項

イ� 四半期貸借対照表日におけるレベル一
に分類された金融商品の時価の合計額

ロ� 四半期貸借対照表日におけるレベル二
に分類された金融商品の時価の合計額

ハ� 四半期貸借対照表日におけるレベル三
に分類された金融商品の時価の合計額

二� 前号ロ又はハの規定により注記した金融
商品の時価の算定に用いる評価技法又はそ
の適用を変更した場合には，その旨及びそ
の理由

四半期財規第８条の２第３項では，①当該金
融商品に関する四半期貸借対照表の科目ごとに，
会社の事業の運営において重要なものとなって
おり，かつ，②当該金融商品を適切な項目に区
分し，その項目ごとに，当該金融商品の時価を










